











































































































































































































































































































国　別 年　代 人口（万人）に対する医者の比率 国　別 年　代
人口（万人）に
対する医者の比率
ソ 連 １９２５ １.７ ブ ル ガ リ ア １９２５ ２.６
ド イ ツ １９２５ ６.６ フ ィ ン ラ ン ド １９２４ ２.２
フ ラ ン ス １９２６ ５.９ デ ン マ ー ク １９２４ ６.５
ポ ー ラ ン ド １９２５ ２.５ ノ ル ウ ェ ー １９２４ ５.５
チェコスロバキア １９２５ ４.６ 米 国 １９２５ １３.０
ハ ン ガ リ ー １９２５ ７.１ カ ナ ダ １９２４ ８.１
ベ ル ギ ー １９２４ ６.０ 南 亜 聯 邦 １９２５ ３.７
オ ラ ン ダ １９２５ ５.６ 日 本 １９２５ ７.３
オ ー ス ト リ ア １９２５ ２.３ 中 華 民 国 １９３０ 西医０.２
ス ウ ェ ー デ ン １９２５ ３.２ 漢医（推定）４.５








漢　　医 ３４１８ 旧式産婆 １０８３ 歯 科 医 　３２６











































































応試者 及格者 応試者 及格者 応試者 及格者
医　　師 ３０２ 　　６ １６９ 　　５ １７６ 　　９












１９３５年 １９３６年 １９３７年 １９３８年 １９３９年
種別
西　　医 　２４９７ 　２１０５ 　２５１０ 　４５１９ 　４６６８
漢　　医 １０３１７ 　９６１８ １７３７５ １９６００ １８３８９
歯科医師 ─ ─ 　　２７４ 　　６５３ 　７９８

























































年　　　別 １９３３年 １９３４年 １９３５年 １９３６年 １９３７年 １９３８年
公　　　医 　２９ 　５１ 　７４ １０３ １３５ １４８







計 福民診療所設置県旗数一般公医 移民地公医 元朝鮮人居留民会嘱託医 満鉄引退公医











































年　別 １９３５年 １９３７年 １９４０年 １９４４年
国立医院数 　　３ 　　４ 　　４ ─
市県立医院数 　２０ 　２２ 　５０ １９３
省立医院数 ─ ─ ─ 　１０
（『満州年鑑』３,４１５頁、同５,３６５頁、『満洲国現勢』７,５２０頁、『満州開発四十年』補巻１６５頁より作成）
以上の表を見れば、官公立医療機関の数は増加し、発展していたことがわかる。特に公
立医院は１９３５年から１９４４年の間に１０倍近くに増加しており、地方の中心的かつ重要な医
療設備になった。
 １９３７年１月１日から、国立医院、戒煙所、公医がそれぞれ地方へ移管されるに至った。
国立医院の実体がこの時から省へ移管され、公立医院となった。こうして公立医院は全般
的にかなり整備された。１９４４年になると市県旗立医院は１９３ヵ所（この中には精神病医院、
特殊婦人病院及び伝染病院を含む）に達した。しかも、公立医院の任務は単に疾病の診療
にとどまらず、国民の体位向上・社会衛生の改善をあずかることになった。それ以外に、
助産婦、看護婦の養成も行った。つまり、人的資源を確保することは、産業の開発、国防
の強化、民生の振興と共に「満洲国」の基本政策になったのであった４９）。
３）医療物資の統制
医療物資は国民の保健上不可欠の重要物資であり、この確保は緊要事項に属するのであ
るが、「満洲国」においてはあまり生産されておらず、そのほとんど日本または第三国か
らの輸入に依存していた。日中戦争勃発後、これら物資の需要が急激に高まり、これに対
処するため、１９４０年６月２０日「物価及物資統制法」を制定、続いて薬品法の一部改正を行
い、これら物資に対する生産・輸入・配給及び価額の統制を実施した５０）。
①医療品類統制
 １９４０年１１月の国務院会議において決定された医薬品統制要綱に基づき、製造及び輸入業
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者と小売業者をもって「満州中央医薬品統制組合」と「地区医薬品配給統制組合」および
「医薬品小売組合」が１９４０年末にそれぞれ結成された。１９４１年２月上旬より医薬品の計画
配給を実施し、更に１９４１年９月１２日「医薬品配給統制規則」を公布して、配給統制品目の
指定・配給系統及び配給方法に関して規定した。
その後、配給統制を強化するため、上記の地区統制組合を廃止し、関係業者に「満州医
薬品配給統制株式会社」を設立させたが、さらに時局の進展に伴い、医薬品供給力増加を
図るとともに、この統制を一層整備強化するため、１９４３年３月１２日の国務院会議において
「医薬品統制改善方策要項」を決定した。これに基づき「満州中央医薬品組合」を解散さ
せて、その事務を「満州医薬品配給統制株式会社」および「満州製薬統制組合」に引継が
せた。また、「満州医薬品生産株式会社」を設立するとともに、「地方小売組合」を事業統
制組合法に基づく「配給統制地方組合」に改組させて生産・輸出入及び配給の機構を整備
した。なお、医薬品と医療器械器具の製造、輸出及び輸入、配給などを法制化し強力な統
制を実施するため、薬品法その他関係法令を改制撤廃及び制定した５１）。
「医薬品類統制改善方策要綱」をまとめると次の通りである。医薬品類の製造を業とす
る者は民生部大臣の許可をうけさせた。医薬品類中、国民保健上最も緊急な品目の重点的
生産を更に一層徹底させた。民生部大臣が特に必要と認めた時は業者に対し医薬品類の品
目数量を示し、これの製造を命じるものとした。医薬品類の輸出および輸入を業とする者
は民生部大臣の許可をうけさせて、その都度品目数量についても民生部大臣の許可をうけ
させた。医薬品類の輸入および輸出は満州医薬品配給統制株式会社をして一元的に統制さ
せた。医薬品類中、重要に配給統制を行う必要があると認めたときは民生部大臣がその品
目を指定し、配給統制するものとした。配薬統制品は配給会社による一元的に配給させた。
生産会社及配給統制会社は民生部大臣、小売組合は省長の監督を受けるものとした５２）。
②漢薬の統制
漢薬の輸出の統制を図るとともに、その輸出増進を図るため、国内に営業所を有する漢
薬の輸出業者に、１９４０年末営口で「満州漢薬輸出統制組合」を結成させた。また、漢薬の
必要量を確保する目的の下に漢薬の満州と関東州５３）における輸入業者に、１９４１年３月満
州と関東州一体の「満州漢薬輸入統制組合」を結成させて、漢薬の需給調整に努力を払っ
た。しかし、さらに完全な配給を試みるためには、漢薬資源の保護育成開発を図ることは
もちろん、生産・集荷・輸入及び配給を一元的に統制する機関の必要が認められたため、
１９４２年４月満州と関東州における漢薬の集荷業者・集荷団体・輸出入業者・輸出入団体・
販売業者団体に、満州と関東州一体の「満州漢薬統制中央会」を結成させた。さらに漢薬
統制組合の結成を図るため、１９４３年２月２５日民生・興農・経済の各部及び関東局の協議に
よって「漢薬統制機関整備要綱」を決定した。「満州漢薬統制中央会」は１９４３年４月に事
業統制を組合法に則って行い、「満州漢薬中央統制組合」に改組し、漢薬の集荷・輸出入
及び配給を業とする者とその団体を組合に加入させた５４）。
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「漢薬統制機関整備要綱」をまとめると次の通りである。洋薬（人参・杏仁・甘草を除く）
の開発・保護育成・集荷輸出入ならびに配給の統制機関として民生部大臣の監督指導の下
に満州洋薬中央統制組合（以下、中央統制組合と称する）が設立された。中央統制組合は
漢薬の集荷・輸出入及び配給を業とする者またはその団体をもって組織し、以下の三部を
置いた。第一部は漢薬の集荷を業とする者及びその団体をもって組織するもの、第二部は
漢薬の輸出入を業とする者をもって組織するもの、第三部は漢薬の配給を業とする者及び
その団体をもって組織するものであった。中央統制組合には理事長一名、常務理事一名、
理事及び監事若干名を置き、民生部大臣により任命された５５）。
③医療器械器具統制
医科器械器具類の必要量を確保し、配給の円滑・価額の適正を計る必要上、１９４０年８月
「医科器械器具統制要綱」を定め、同年１１月輸入業者をもって「満州医科器械中央統制組合」
を結成させた。これを三部からなり、第一部は一般医科器械器具、第二部は歯科機械及び
材料、第三部は保健衛生材料の輸入業者をもって組織した。１９４１年７月第二部組合員であ
る歯科器材輸入業者を統合して、「満州歯科器材株式会社」を設立させて、生産・輸入及
び配給を一元的に統制する機関とした。その後、理科機械確保の必要に迫られ、１９４１年８月、
上記組合に理科器械の輸入業者を加え、その名称を「満州医理科機械中央統制組合」と改
称し、更に１９４３年４月事業統制組合法に基づく統制組合に改組された５６）。
「医科器械器具統制要綱」をまとめると次の通りである。満州医科器械中央統制組合（以
下、組合と称する）は、政府の監督指導の下に医科器械器具の輸入を一元的に行う統制機
関であった。組合には理事及び監事を置き、選任は民生部大臣の承認を受けさせた。機械
器具の国内製造に関しては、本組合が販売機関を指定し、販売価格を公定させた５７）。
日中戦争の進展とともに医療物資の需求がますます増大し、戦争の熾烈化に伴い、医療
物資の統制が強化された。医薬品、漢薬品と医療器械器具の生産・輸出入・配給などは統
制機関により一元化されて、戦争統制の体制に巻き込まれた。
（３）医療行政権の統制
医療行政権とは医療関係の組織統合能力というべきものである。「満洲国」は種々の医
療機関の増設及び廃止などを通じて医療行政権に対する統制の強化をあらわしていた。
国民の保健の問題は、国力の消長を支配する重大なことであるので、政府は「満洲国」
成立とともに旧来の無統制で無施策な状況を一掃して、新国家としての健全な衛生行政を
確立すべく様々に施策した。即ち１９３２年３月９日国務院各部官制の公布に当たり、中央機
関として民政部総長（後に大臣）の下、民政部に衛生司を設け、保健・医務・防疫の三科
を置き、さらに１９３４年総務科を増設し、新国家衛生行政の樹立に乗り出したのであった５８）。
１９３７年７月、行政機構の全面的改革に伴い、医療衛生行政を一元化して、民政部は廃止
された。衛生司主管の業務は新設された民生部の所管に移されて、保健司と改称された。
そして、民生部保健司は医務科、防疫科、保健体育科の三部により構成された。続いて同
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年１２月１日、治外法権撤廃を機に、医務科中の一分股であった阿片股を改廃し、煙政科を
新設した。煙政科の設置は、戦争の発展とともに「人的資源」が重視され、従って阿片政
策も強化されたことを反映している。また、日本から「満洲国」への大量移民政策に従って、
移民衛生を考えなければならなかったので、保健体育科に移民衛生股が増設された。次い
で１９４０年１月、阿片行政を一層強化するために、煙政科は廃止されて、民生部の外局とし
て禁煙総局を設置し、衛生行政事務が完全に遂行されることとなった５９）。同時に保健司の
保健体育科は保健科と体育科に二分して、保健、医務、体育、防疫の四科とし助長、警察
両方面の衛生行政を担当させた。民生部ははじめ教育、社会、保健の三司からなっていた
が、民生政策の重要性に鑑み、１９４０年１月１日から、教育、厚生、労務、保健の四司となっ
た６０）。１９４１年８月、保健司には第二防疫科と医療器材科が増設された。１９４３年には保健司
に新たに開拓衛生科が、厚生司に国民養護科がそれぞれ加えられた。開拓衛生科は開拓地
の医療保健衛生の全般を掌る６１）。１９４５年３月、民生部は厚生部と改称され、保健司には薬
政と衛生の二科が加えられた。厚生司には保健科、厚生科、養護科の三科があり、保健衛
生のほか生活援助も管轄していた６２）。
地方衛生行政機関としては、各省警務庁（興安各省は警務科）に衛生科を置き管掌させた。
１９３８年１２月、衛生行政を強化するため、警務庁管轄下の衛生行政が廃止され、民政庁（民
政庁のない省では開拓庁）に保健科を設置し、衛生行政全般にわたり同科が引き継いで処
理することとなった。省以下の市、県、旗では警察庁、警察署等において処理された６３）。
こうして衛生行政の機関は繰り返し拡充され、「満洲国」の衛生行政が徐々に組織され
た。全体的流れを見ると、１９３７年の「九・一八事変」以後、「満洲国」の地方レベルの医
療機関はあまり変わらなかったが、中央レベルの医療機関は、時局によって頻繁に変わっ
たことがわかる。「満洲国」成立初期、衛生行政は終始警察・治安とつながって実施された。
日中戦争勃発後、衛生行政は健民保健・人的資源の保護を中心とした戦時国防体制の衛生
行政に転換されていった。また医療機関の改廃と拡充を通じて、医療衛生行政権が強化さ
れた。
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「満洲国」医療行政の沿革図
おわりに
一般的に、医療は三つの支柱によって成り立っている。人的要素としての医療技術者、
物的要素としての医療施設、医療関係の組織統合力としての医療行政権という三つである。
医療はこの三要素の結合力の優越性によって、その効用を発揮し得るものである。
満州事変後、日本国内は次第にファシズムへの道を暴走し、個人主義に代わって国家主
義が台頭した。医療体制に対する統制の強化を行った時、日本医療界の開業制度は国家主
義の実行を阻害した。日本国内の開業医制度の教訓を基に、「満洲国」では成立後まず医
療公営制度が国家の根幹的な医療制度として確立された。張作霖、張学良時代は、医療衛
生の面で当時東北地方より進んでいた関内６４）の文化的影響を受けていたため、奉天市で
まず衛生的な法規を公布し、衛生に関する展覧会と講演及び衛生運動を行って、衛生の思
想を普及させることをねらったのである。管見する限りでは東北の衛生運動史上の初めて
の記録であり、同様に東北の都市の衛生的な始まりであったといえよう６５）。しかし東北地
方全体にみれば、近代医学は東北地方に広く普及したといえる状況ではなかった。医療技
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術者即ち医師、漢医、歯科医師、薬剤師の資格、職能に関する医事制度は、医療制度の発
展向上との関係において、最も緊密で重要な関係をもつが、東北地方では近代医学を修得
している者は極めて少なく、ほとんどは近代医学教育を受けなかった漢医であった。しか
も、医師はほとんど大都会に偏在していた。このような状況を把握し、戦時の一般医務人
員の需求急増の実情に鑑み、医療教育機関を整備していたずらに学理の攻究にかたよるこ
とを避け、学制教育も短縮し、専ら実地診療の医師の養成が主眼とされた。同時に、現有
の医師、漢医、薬剤師、産婆等の改造、利用、統制がなされた。しかし、「満洲国」時代
は全体的に言えば、漢医の排斥と西洋医の発展という政策をとった。したがって、この時
期に漢方医の発展の速度は鈍り、西洋医は著しい発展をとげて、都市と町の医療の重要で
大きな力となった。１９３６年「満洲国」で公布された医師法は日本医師法より医師の公共
性及び社会性を一段と強調していた。「満洲国」の医療技術者は戦時体制の下に強力に統
制された。医療の発展は、ハード条件としての医療機関の完備が不可欠である。「満洲国」
では公的な医療機関を実施させる制度の基礎として公医制度が採用された。公医は「満洲
国」において最も広い地域に分布する医療機関であった。地域的にみて公医が比較的普遍
性に富んでいたのに対し、官立医院が重点的であることは当然であった。そして、公医制
度の実施と並んで官公立医院を整備した。「満洲国」の時期、公立病院はかなり発展した。
しかし、公医であれ官公立病院であれ、その運営はすべて政府のコントロールの下に行わ
れた。戦争の熾烈化に伴い、医療物資の統制も強化された。医薬品、漢薬品と医療器械器
具の生産・輸出入・配給などが一元的に統制機関により統制された。
以上に述べた通り、「満洲国」における医療の人的な要素と物的な要素が戦争に奉仕す
る道具としての役割を果たさなければならなかったことは日中戦争の推移から考えて否定
できないことであろうと思われる。また、人的要素と物的要素の統制の実施と医療行政権
の強化を切り離して考えることもできない。「満洲国」は、時期により、戦時の需要に従っ
て、種々の新たな医療機関の増設及び従来の機関の廃止を実施した。こうした医療機関の
変化に、「満洲国」の医療行政権に対する統制の強化があらわれていると考えられる。以
上の医療技術者と医療施設及び医療行政権という三つの側面から、「満洲国」は医療に対
する統制措置を強化する目的を達成したのである。
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